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フィリピン総合インフラ会社 Metro Pacific Investments Corporationの 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

  

三井物産株式会社（本社：東京都千代田区、社長：堀健一、以下「三井物産」）は、2023年 4月 27日

付「フィリピン総合インフラ会社 Metro Pacific Investments Corporationの公開買付けの開始予

定に関するお知らせ」、2023年 6月 1日付「フィリピン総合インフラ会社 Metro Pacific Investments 

Corporation の公開買付け実施に向けた進捗状況のお知らせ」及び 2023 年 7 月 4日付「フィリピン

総合インフラ会社 Metro Pacific Investments Corporationの公開買付け実施に係る買付価格変更

のお知らせ」において公表しておりました通り、必要な手続き終了後に、 Mit-Pacific 

Infrastructure Holdings 社（当社 50%+1株、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（本社：東

京都千代田区、代表取締役社長：武貞達彦、以下「JOIN」）50%-1 株、以下「MPIH 社」）を通じて、フ

ィリピン証券取引所上場企業である Metro Pacific Investments Corporation （以下「MPIC社」）

の普通株式を対象とした一株あたり 5.2 フィリピンペソの公開買付け（以下「本公開買付け」）を、

Metro Pacific Holdings社、GT Capital社、MIG Infrastructure Holdings社と共同で実施するこ

とを決定しておりました。 

 

今般、当該手続きの終了を確認したことから、以下の通り、本公開買付けを 2023年 8月 9日より開

始することにいたしましたので、お知らせします。 

 

1. 公開買付けの目的 

当社は本公開買付けにより、さらなる成長が見込まれる旺盛なフィリピン国内需要を取り込むべく、

電力・水・高速道路等の基幹インフラを含む資産ポートフォリオに参画します。当社は、MPIC 社が

有する事業基盤と当社のグローバルなインフラ事業における長年の機能・経験を掛け合わせること

により、同国のエネルギートランジションに貢献すると共に、デジタル分野等での当社総合力を駆

使した事業展開支援や当社との協業案件創出も図り、MPIC社の企業価値向上に貢献します。 

 

2. 公開買付け概要の主な変更点 

 2023 年 7月 4日時点 2023 年 8月 8日時点 

買付けの日程 

(予定) 

2023年 8月上旬：公開買付け開

始 

2023年 9月上旬：公開買付け終

了 

2023 年 8 月 9 日：公開買付け

開始 

2023 年 9 月 7 日：公開買付け

終了 



尚、買付価格、買付予定株券等の数、買付けによる所有株式数の異動、買付けに要する資金（予定）

の当社持分に関しては、7月 4日時点より重要な変更は見込んでおりません。 

 

3. 業績への影響 

本件買付により、当社は本取得に伴う取得価格を連結決算上の資産・負債に配分する過程で一過性

の利益を計上する見込みであり、当該利益は 2023 年 5 月 2 日に公表した 2024 年 3 月期連結業績予

想に含まれています。 

以 上 

 

本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

                                   IR 部  TEL：03(3285)7657 

広報部   TEL：080(5912)0321  

 

 

ご注意： 

本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報を踏まえた仮定、予期

及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を内包するものです。かかるリスク、不確実性及

びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況またはキャッシュ・フローが、こうした将来に関する記述とは大きく異なる可

能性があります。こうしたリスク、不確実性その他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、四半期報告書等の記載も含まれ、当

社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負うものではありません。また、本発表資料は、上記事実の発

表を目的として作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為を目的として作成されたもの

ではありません。 

 


